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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のバッテリセルが備えられたバッテリモジュールの一面に形成された注入口を通じ
て樹脂組成物を注入する段階；
　前記注入口が形成されたバッテリモジュールの一面上に放熱接着層を形成する段階；お
よび
　前記放熱接着層が形成されたバッテリモジュールの一面が下部に位置した状態でバッテ
リモジュールの品質を検査する段階を含む、バッテリパック製造方法。
【請求項２】
　放熱接着層は熱伝導度が２Ｗ／ｍＫ以上である、請求項１に記載のバッテリパック製造
方法。
【請求項３】
　注入口が形成されたバッテリモジュールの一面上に放熱接着層を形成する段階は、前記
注入口が形成されたバッテリモジュールの一面に離型フィルムおよび放熱接着層を含む放
熱接着シートを付着する段階を含む、請求項１または２に記載のバッテリパック製造方法
。
【請求項４】
　注入口が形成されたバッテリモジュールの一面上に放熱接着層を形成する段階は、放熱
接着剤組成物を前記注入口が形成されたバッテリモジュールの一面に塗布する段階を含む
、請求項１または２に記載のバッテリパック製造方法。
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【請求項５】
　注入口が形成されたバッテリモジュールの一面上に放熱接着層を形成する段階は、下記
の一般式１による揺変性指数（Ｔ）が１～８の範囲内である放熱接着剤組成物を前記注入
口が形成されたバッテリモジュールの一面に塗布する段階を含む、請求項４に記載のバッ
テリパック製造方法：
［一般式１］
Ｔ＝Ｖ０．５／Ｖ５

　前記一般式１で、Ｖ０．５は２５℃の温度、０．５ｒｐｍの回転速度およびＣＰＡ－５
２Ｚスピンドルでブルックフィールド粘度計で測定した前記放熱接着剤組成物の粘度であ
り、Ｖ５は２５℃の温度、５ｒｐｍの回転速度およびＣＰＡ－５２Ｚスピンドルでブルッ
クフィールド粘度計で測定した前記放熱接着剤組成物の粘度を表す。
【請求項６】
　放熱接着剤組成物が塗布された面積の比率が、前記注入口が形成されたバッテリモジュ
ールの一面の面積に対して７０％～９９％である、請求項４または５に記載のバッテリパ
ック製造方法。
【請求項７】
　注入口が形成されたバッテリモジュールの一面上に放熱接着層を形成する段階は、放熱
接着剤組成物を塗布した後に硬化させる段階をさらに含む、請求項４～６のいずれか一項
に記載のバッテリパック製造方法。
【請求項８】
　バッテリモジュールの品質を検査する段階は、一面に放熱接着剤組成物が塗布されたバ
ッテリモジュールを、前記一面のうち放熱接着剤組成物が塗布されていないバッテリモジ
ュール部位を支持するように支持部材を据え置く段階を含む、請求項４～７のいずれか一
項に記載のバッテリパック製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は２０１７年０９月１８日付提出された大韓民国特許出願第１０－２０１７－０
１１９８１１号に基づいた優先権の利益を主張し、該当大韓民国特許出願の文献に開示さ
れたすべての内容は本明細書の一部として含まれる。
【０００２】
　本出願はバッテリパックの製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００３】
　二次電池は携帯電話、ＰＤＡおよびノートパソコンなどの小型先端電子機器分野だけで
なく、エネルギー貯蔵システム（ＥＳＳ）、電気自動車（ＥＶ）またはハイブリッド自動
車（ＨＥＶ）等の動力源として使用されている。
【０００４】
　電気自動車のモーターの駆動などのような大きな電力が必要な場合には、多数個の高出
力バッテリセルを含むバッテリモジュールが連結されて構成される大容量のモジュール型
バッテリパックが使用されるのが一般的である。
【０００５】
　前記バッテリセルは二次電池として機能できる単位を意味し得る。バッテリモジュール
は、電気的に連結された前記複数のバッテリセルをモジュールケースに収納しているもの
を意味し得る。前記バッテリパックは複数個のバッテリモジュールを着脱可能に基材に付
着し、前記複数個のバッテリモジュールを電気的に連結して製造され得る。
【０００６】
　モジュールケース内に収納されたバッテリセルを固定させるために、バッテリセルが備
えられたモジュールケース内に樹脂組成物が注入され得る。前記樹脂組成物はバッテリセ
ルをモジュールケース内に固定する一方、バッテリセルから発生する熱を外部に放出させ
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るために放熱接着樹脂組成物を使用することができる。前記樹脂組成物の粘度が高い場合
、接着剤組成物の注入過程で注入装置に過負荷が発生するため、前記樹脂組成物は低粘度
特性が要求される。
【０００７】
　しかし、バッテリモジュールでバッテリパックを組み立てる前に、エンドオブライン（
ｅｎｄ　ｏｆ　ｌｉｎｅ、ＥＯＬ）上でバッテリモジュールに遂行される品質検査、例え
ば、エンジンホットテストはバッテリモジュールの下部が重力方向を向くようにバッテリ
モジュールを据え置いた状態で遂行され得る。この過程でバッテリモジュールの下部に設
けられた注入口を通じて注入された低粘度特性を有する樹脂組成物が注入口を通じて流れ
出る恐れがあるため、これを防止するためには前記ＥＯＬ品質検査の前にバッテリモジュ
ールに注入された樹脂組成物が十分に硬化するまで約３時間～４時間待機しなければなら
ないという問題点がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本出願の目的はバッテリパックの製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本明細書で言及する物性のうち測定温度がその結果に影響を及ぼす場合には、特に別途
に規定しない限り該当物性は常温で測定した物性である。用語常温は加温されたり減温さ
れていない自然そのままの温度であって、通常約１０℃～３０℃の範囲内の一温度または
約２３℃または約２５℃程度である。また、本明細書で特に別途に言及しない限り温度の
単位は℃である。
【００１０】
　本明細書で言及する物性のうち測定圧力がその結果に影響を及ぼす場合には、特に別途
に規定しない限り該当物性は常圧で測定した物性である。用語常圧は加圧されたり減圧さ
れていない自然そのままの圧力であって、通常約１気圧程度を常圧と言う。
【００１１】
　本出願に関する一例において、本出願はバッテリパック製造方法に関するものである。
【００１２】
　例示的なバッテリパック製造方法は、バッテリセルが備えられたバッテリモジュールの
一面に形成された注入口を通じて樹脂組成物を注入する段階；前記注入口が形成されたバ
ッテリモジュールの一面上に放熱接着層を形成する段階；および前記放熱接着層が形成さ
れたバッテリモジュールの一面が下部に位置した状態でバッテリモジュールの品質を検査
する段階を含む。
【００１３】
　一つの例として、バッテリモジュールの一面に形成された注入口を通じて樹脂組成物を
注入する段階は、上部板、下部板および側壁を有し、内部空間が形成されており、前記下
部板に接着剤組成物の注入口が形成されているモジュールケース；および前記内部空間に
存在するバッテリセル；を含むバッテリモジュールを、前記下部板が上部方向を向くよう
に位置させた状態で前記下部板の注入口を通じて接着剤組成物を注入することができる。
【００１４】
　バッテリセルは前記モジュールケース内に収納されていてもよい。バッテリセルはモジ
ュールケース内に一つ以上存在することができ、複数のバッテリセルがモジュールケース
内に収納されていてもよい。モジュールケース内に収納されるバッテリセルの数は用途な
どにより調節されるものであって、特に制限されない。モジュールケースに収納されてい
るバッテリセルは互いに電気的に連結されていてもよい。
【００１５】
　モジュールケースにはバッテリセルが収納され得る内部空間が形成されており、モジュ
ールケースは少なくとも内部空間を形成する側壁と下部板を含むことができる。モジュー
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ルケースは、前記内部空間を密閉する上部板をさらに含むことができる。前記側壁、下部
板そして上部板は互いに一体型に形成されているか、あるいはそれぞれ分離された側壁、
下部板および／または上部板が組み立てられて前記モジュールケースが形成されていても
よい。このようなモジュールケースの形態および大きさは特に制限されず、用途、前記内
部空間に収納されるバッテリセルの形態および個数などにより適切に選択され得る。
【００１６】
　本明細書において、用語上部板と下部板はモジュールケースを構成している板を区別す
るために使用する相対的な概念の用語である。前記下部板はバッテリモジュールがバッテ
リパックの基材に付着してバッテリパックとして組み立てられる時、重力方向に対向して
いる板を意味し得る。
【００１７】
　図１は、例示的なモジュールケース１０を図示した図面である。例示的なモジュールケ
ース１０は、一つの下部板１０ａと４個の側壁１０ｂを含む箱状のケース１０であり得る
。モジュールケース１０は内部空間を密閉する上部板１０ｃをさらに含むことができる。
【００１８】
　図２は、バッテリセル２０が収納されている図１のモジュールケース１０を上部から観
察した模式図である。
【００１９】
　モジュールケースの前記下部板、側壁および／または上部板には孔が形成されていても
よい。前記孔は後述するように、注入工程によって樹脂層を形成する場合に前記樹脂層の
形成材料である樹脂組成物を注入する注入口であり得る。前記注入口の形態、個数および
位置は、前記樹脂層の形成材料の注入効率を考慮して調整され得る。一例示において、前
記注入口は前記下部板に形成されていてもよい。
【００２０】
　一例示において、前記注入口は前記側壁、下部板または上部板の全体の長さの約１／４
～３／４地点または約３／８～７／８地点または略中間部に形成されていてもよい。この
地点に形成された注入口を通じて樹脂組成物を注入することによって、広い接触面積を有
する樹脂層が形成されるように注入することができる。前記の１／４、３／４、３／８ま
たは７／８地点は、例えば図３に示した通り、下部板などのいずれか一つの末端面Ｅを基
準として測定した全体長さＬ対比前記孔の形成位置までの距離Ａの比率である。また、前
記で長さＬおよび距離Ａが形成される末端Ｅは、前記長さＬと距離Ａを同じ末端Ｅから測
定する限り任意の末端Ｅであり得る。図３で注入口５０ａは下部板１０ａの略中間部に位
置する形態である。
【００２１】
　注入口の大きさおよび形状は特に制限されず、後述する樹脂層材料の注入効率を考慮し
て形成することができる。例えば、前記注入口は円形、楕円形、三角形や四角形などの多
角形または無定形であり得る。注入口の個数およびその間隔もさほど制限されず、前述し
た通り樹脂層が下部板などと広い接触面積を有することができるように調節され得る。
【００２２】
　前記注入口が形成されている側壁、下部板または上部板などの末端には観察口（例えば
、図面３の５０ｂ）が形成され得る。このような観察口は、例えば前記注入口を通じて樹
脂層材料を注入する時に、注入された材料が該当側壁、下部板または上部板の末端までよ
く注入されるかを観察するためのものであり得る。前記観察口の位置、形態、大きさおよ
び個数は前記注入される材料が適切に注入されたかを確認できるように形成される限り制
限されない。
【００２３】
　モジュールケースは熱伝導性ケースであり得る。用語熱伝導性ケースは、ケース全体の
熱伝導度が１０Ｗ／ｍｋ以上であるか、あるいは少なくとも前記のような熱伝導度を有す
る部位が含まれているケースを意味する。例えば、前述した側壁、下部板および上部板の
うち少なくとも一つは前記記述した熱伝導度を有することができる。他の例示において前
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記側壁、下部板および上部板のうち少なくとも一つが前記熱伝導度を有する部位を含むこ
とができる。
【００２４】
　本出願の一例示に係るバッテリモジュールの構造では、下部板およびバッテリセルと接
触してバッテリモジュール内に注入された樹脂組成物によって形成される樹脂層が含まれ
ている。このような構造で少なくとも前記樹脂層は熱伝導性樹脂層であり得、これに伴い
、少なくとも前記下部板は熱伝導性であるか、熱伝導性部位を含むことができる。
【００２５】
　前記で熱伝導性である上部板、下部板または側壁；または熱伝導性部位；の熱伝導度は
、他の例示において約２０Ｗ／ｍｋ以上、３０Ｗ／ｍｋ以上、４０Ｗ／ｍｋ以上、５０Ｗ
／ｍｋ以上、６０Ｗ／ｍｋ以上、７０Ｗ／ｍｋ以上、８０Ｗ／ｍｋ以上、９０Ｗ／ｍｋ以
上、１００Ｗ／ｍｋ以上、１１０Ｗ／ｍｋ以上、１２０Ｗ／ｍｋ以上、１３０Ｗ／ｍｋ以
上、１４０Ｗ／ｍｋ以上、１５０Ｗ／ｍｋ以上、１６０Ｗ／ｍｋ以上、１７０Ｗ／ｍｋ以
上、１８０Ｗ／ｍｋ以上、１９０Ｗ／ｍｋ以上または約１９５Ｗ／ｍｋ以上であり得る。
前記熱伝導度はその数値が高いほどモジュールの放熱特性などの側面で有利であるため、
その上限は特に制限されない。一例示において前記熱伝導度は、約１，０００Ｗ／ｍＫ以
下、９００Ｗ／ｍｋ以下，８００Ｗ／ｍｋ以下、７００Ｗ／ｍｋ以下，６００Ｗ／ｍｋ以
下、５００Ｗ／ｍｋ以下，４００Ｗ／ｍｋ以下、３００Ｗ／ｍｋまたは約２５０Ｗ／ｍＫ
以下であり得るがこれに制限されるものではない。前記のような熱伝導度を示す材料の種
類は特に制限されず、例えばアルミニウム、金、純銀、タングステン、銅、ニッケルまた
は白金などの金属素材などがある。モジュールケースは全体が前記のような熱伝導性材料
からなるか、少なくとも一部の部位が前記熱伝導性材料からなる部位であり得る。これに
伴い、前記モジュールケースは前記言及された範囲の熱伝導度を有するか、あるいは前記
言及された熱伝導度を有する部位を少なくとも含むことができる。
【００２６】
　モジュールケースで前記範囲の熱伝導度を有する部位は、前述した樹脂層および／また
は樹脂層とモジュールケースの間に存在できる絶縁層と接触する部位であり得る。また、
前記熱伝導度を有する部位は、冷却水のような冷却媒体と接する部位であり得る。このよ
うな構造によるとバッテリセルから発生した熱を効果的に外部に放出できる構造が具現さ
れ得る。
【００２７】
　モジュールケース内に収納されるバッテリセルの種類も特に制限されず、公知の多様な
バッテリセルをすべて適用することができる。一例示において、前記バッテリセルはパウ
チ型であり得る。図４を参照して説明すると、パウチ型バッテリセル１００は通常的に電
極組立体、電解質およびパウチ外装材を含むことができる。
【００２８】
　パウチ型セル１００に含まれる電極組立体１１０は、一つ以上の正極板および一つ以上
の負極板がセパレーターを挟んで配置された形態であり得る。電極組立体１１０は、一つ
の正極板と一つの負極板がセパレーターとともに巻き取られた巻き取り型であるか、多数
の正極板と多数の負極板がセパレーターを挟んで交互に積層されたスタック型などに区分
され得る。
【００２９】
　パウチ外装材１２０は、例えば外部絶縁層、金属層および内部接着層を具備する形態で
構成され得る。このような外装材１２０は、電極組立体１１０と電解液などの内部要素を
保護する。電極組立体１１０の金属層は電解液などの内部要素を保護し、電極組立体１１
０による電気化学的性質に対する補完および放熱性などを勘案してアルミニウムなどの金
属薄膜を含むことができる。このような金属薄膜は、電極組立体１１０および電解液など
の要素や電池１００の外部の他の要素との電気的絶縁性を確保するために、絶縁物質で形
成された絶縁層間に介在され得る。
【００３０】
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　一つの例示において外装材１２０は、上部パウチ１２１と下部パウチ１２２を含むこと
ができ、上部パウチ１２１と下部パウチ１２２のうち少なくとも一つには窪んだ形態の内
部空間Ｉが形成され得る。このようなパウチの内部空間Ｉには電極組立体１１０が収納さ
れ得る。上部パウチ１２１と下部パウチ１２２の外周面にはシーリング部Ｓが備えられ、
このようなシーリング部Ｓが互いに接着されて電極組立体１１０が収容された内部空間が
密閉され得る。
【００３１】
　電極組立体１１０の各電極板には電極タブが備えられ、一つ以上の電極タブが電極リー
ドと連結され得る。電極リードは上部パウチ１２１と下部パウチ１２２のシーリング部Ｓ
の間に介在されて外装材１２０の外部に露出することによって、二次電池１００の電極端
子として機能することができる。
【００３２】
　パウチ型セルの形態は一つの例示であり、本出願で適用されるバッテリセルは前記のよ
うな種類に制限されるものではない。本出願では公知とされた多様な形態のパウチ型セル
またはその他の形態の電池をすべてバッテリセルとして適用することができる。
【００３３】
　本出願のバッテリパック製造方法で注入される樹脂組成物は、後述するフィラー含有樹
脂組成物であり得る。本明細書で用語フィラー含有樹脂組成物は樹脂成分とフィラーを含
む組成物である。前記樹脂組成物は注入装置に過負荷がかかることを予防するために、十
分な流動性を有することができる。前記で十分な流動性を有するとは、粘度が約４００ｃ
Ｐ以下または約１００ｃＰ～約４００ｃＰの範囲を意味し得る。前記粘度の下限は樹脂組
成物が十分な低粘度を有するのであれば特に制限されないが、一般的に約１０ｍＰａｓ以
上であり得る。
【００３４】
　一方、前記樹脂組成物の粘度は、常温で流変物性測定機（ＡＲＥＳ）を使用して０．０
１～１０．０／ｓまでのせん断速度（ｓｈｅａｒ　ｒａｔｅ）範囲で測定する時、２．５
／ｓ地点で測定された粘度値であり得る。
【００３５】
　前記樹脂組成物は例えば接着剤組成物であり得る。接着剤組成物は、接着剤として一般
的に使用され得るものと知られている樹脂成分のうちで選択された１種以上を含むことが
できる。前記樹脂としては、アクリル樹脂、ウレタン樹脂、シリコン樹脂およびエポキシ
樹脂などを挙げることができる。前記樹脂成分のうち、アクリル樹脂、ウレタン樹脂およ
びシリコン樹脂は、互いに類似する熱伝導特性を有し、エポキシ樹脂がそれに比べて熱伝
導性が優秀であり、オレフィン樹脂はエポキシ樹脂に比べて高い熱伝導性を有すると知ら
れている。したがって、必要に応じて樹脂の中から優秀な熱伝導度を有するものを選択す
ることができる。ただし、一般的に樹脂成分だけでは目的とする熱伝導度を確保し難く、
後述するように熱伝導性が優秀なフィラー成分を適正比率で樹脂組成物に含ませる方式も
適用することができる。
【００３６】
　前記樹脂組成物は熱伝導性樹脂組成物であり得、熱伝導性樹脂組成物の硬化物（ｅｘ：
樹脂層）は、熱電導度が約１．５Ｗ／ｍＫ以上、２Ｗ／ｍＫ以上、２．５Ｗ／ｍＫ以上、
３Ｗ／ｍＫ以上、３．５Ｗ／ｍＫ以上または約４Ｗ／ｍＫ以上であり得る。前記熱伝導度
は約５０Ｗ／ｍＫ以下、４５Ｗ／ｍｋ以下、４０Ｗ／ｍｋ以下、３５Ｗ／ｍｋ以下、３０
Ｗ／ｍｋ以下、２５Ｗ／ｍｋ以下、２０Ｗ／ｍｋ以下、１５Ｗ／ｍｋ以下、１０Ｗ／ｍＫ
以下、５Ｗ／ｍＫ以下、４．５Ｗ／ｍＫ以下または約４．０Ｗ／ｍＫ以下であり得る。前
記のように樹脂組成物が熱伝導性樹脂組成物である場合、前記樹脂組成物が注入された下
部板などは前述した熱伝導度が１０Ｗ／ｍＫ以上の部位であり得る。この時、前記熱伝導
度を示すモジュールケースの部位は冷却媒体、例えば冷却水などと接する部位であり得る
。熱伝導性樹脂組成物の熱伝導度は、例えばＡＳＴＭ　Ｄ５４７０規格またはＩＳＯ　２
２００７－２規格に沿って測定された数値である。
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【００３７】
　一例として、ＡＳＴＭ　Ｄ　５４７０の規格に沿って２個の銅棒（ｃｏｐｐｅｒ　ｂａ
ｒ）の間に樹脂組成物によって形成された樹脂層を位置させた後、前記２個の銅棒のうち
、一つはヒーターと接触させ、他の一つはクーラー（ｃｏｏｌｅｒ）と接触させた後に、
前記ヒーターが一定温度を維持するようにし、クーラーの容量を調節して熱平衡状態（５
分に約０．１℃以下の温度変化を見せる状態）を作ることができる。熱平衡状態で各銅棒
の温度を測定し、下記の熱伝導度の数式にしたがって熱伝導度（Ｋ、単位：Ｗ／ｍＫ）を
評価することができる。熱伝導度評価時に樹脂層にかかる圧力は、約１１Ｋｇ／２５ｃｍ
２程度となるように調節することができ、測定過程で樹脂層の厚さが変化した場合に最終
厚さを基準として熱伝導度を計算することができる。
【００３８】
　＜熱伝導度の数式＞
Ｋ＝（Ｑ×ｄｘ）／（Ａ×ｄＴ）
【００３９】
　前記数式でＫは熱伝導度（Ｗ／ｍＫ）であり、Ｑは単位時間当りに移動した熱（単位：
Ｗ）であり、ｄｘは樹脂層の厚さ（単位：ｍ）であり、Ａは樹脂層の断面積（単位：ｍ２

）であり、ｄＴは銅棒の温度差（単位：Ｋ）である。
【００４０】
　熱伝導性樹脂組成物の熱伝導度を前記のような範囲にする方式は特に制限されない。例
えば、熱伝導性樹脂組成物の熱伝導度は、樹脂組成物に後述する熱伝導性を有するフィラ
ーを使用して調節することができる。
【００４１】
　前記樹脂組成物は、例えばウレタン樹脂組成物であり得る。前記ウレタン樹脂組成物は
少なくともポリオールなどを含む主剤組成物；および少なくともイソシアネート化合物を
含む硬化剤組成物；を含む二液型であり得、これを硬化させて樹脂層を形成することがで
きる。
【００４２】
　ウレタン樹脂組成物としては、前記物性の確保のために少なくとも主剤組成物に含まれ
るポリオールであって、非結晶性であるか十分に結晶性が低いポリオールを含む樹脂組成
物が適用され得る。
【００４３】
　前記で用語非結晶性は、後述するＤＳＣ（Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　Ｓｃａｎｎｉｎ
ｇ　ｃａｌｏｒｉｍｅｔｒｙ）分析で結晶化温度（Ｔｃ）と溶融温度（Ｔｍ）が観察され
ない場合を意味し、このとき前記ＤＳＣ分析は１０℃／分の速度で－８０℃～６０℃の範
囲内で遂行することができ、例えば前記速度で２５℃から６０℃に昇温後に再び－８０℃
に減温し、再び６０℃に昇温する方式で測定することができる。また、前記で十分に結晶
性が低いとは、前記ＤＳＣ分析で観察される溶融点（Ｔｍ）が約２０℃以下、約１５℃以
下、約１０℃以下、約５℃以下、約０℃以下、約－５℃以下、約－１０℃以下または約－
２０℃以下程度である場合を意味する。前記で溶融点の下限は特に制限されず、例えば前
記溶融点は、約－８０℃以上、約－７５℃以上または約－７０℃以上程度であり得る。
【００４４】
　前記のようなポリオールとしては、カルボン酸ポリオールやカプロラクトンポリオール
または具体的には後述する構造のポリオールが例示され得る。
【００４５】
　前記カルボン酸ポリオールはカルボン酸とポリオール（ｅｘ．ジオールまたはトリオー
ルなど）を含む成分を反応させて形成することができ、カプロラクトンポリオールはカプ
ロラクトンとポリオール（ｅｘ．ジオールまたはトリオールなど）を含む成分を反応させ
て形成することができる。この時、前記カルボン酸はジカルボン酸であり得る。
【００４６】
　この時、各成分の種類および比率の調節を通じて前述した物性を満足するポリオールを
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構成することができる。
【００４７】
　一例示において前記ポリオールは下記の化学式１または２で表示されるポリオールであ
り得る。
【００４８】
【化１】

【００４９】
　化学式１および２でＸはカルボン酸由来の単位であり、Ｙはポリオール由来の単位であ
る。ポリオール由来の単位は、例えば、トリオール単位またはジオール単位であり得る。
また、ｎおよびｍは任意の数であり得、例えばｎは２～１０の範囲内の自然数であり、ｍ
は１～１０の範囲内の自然数である。
【００５０】
　本明細書で使用した用語、「カルボン酸由来単位」はカルボン酸化合物のうちカルボキ
シ基を除いた部分を意味し得る。同様に、本明細書で使用した用語、「ポリオール由来単
位」はポリオール化合物構造のうちヒドロキシ基を除いた部分を意味し得る。
【００５１】
　すなわち、ポリオールのヒドロキシ基とカルボン酸のカルボキシ基が反応すると、縮合
反応によって水（Ｈ２Ｏ）分子が脱離されてエステル結合が形成される。このようにカル
ボン酸が縮合反応によってエステル結合を形成する場合、カルボン酸由来単位はカルボン
酸構造のうち前記縮合反応に参加しない部分を意味し得る。また、ポリオール由来単位は
ポリオール構造のうち前記縮合反応に参加しない部分を意味し得る。
【００５２】
　また、化学式２のＹもポリオールがカプロラクトンとエステル結合を形成した後にその
エステル結合を除いた部分を表す。すなわち、化学式２でポリオール由来単位、Ｙはポリ
オールとカプロラクトンがエステル結合を形成する場合、ポリオール構造のうち前記エス
テル結合に参加していない部分を意味し得る。エステル結合はそれぞれ化学式１および２
に表示されている。
【００５３】
　一方、前記でＹのポリオール由来単位がトリオール単位のように３個以上のヒドロキシ
基を含むポリオールから由来した単位である場合には、前記化学式の構造でＹ部分が分枝
が形成された構造が具現され得る。
【００５４】
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　前記化学式１のＸのカルボン酸由来単位の種類は特に制限されないが、目的とする物性
の確保のためにフタル酸単位、イソフタル酸単位、テレフタル酸単位、トリメリット酸単
位、テトラヒドロフタル酸単位、ヘキサヒドロフタル酸単位、テトラクロロフタル酸単位
、シュウ酸単位、アジピン酸単位、アゼライン酸単位、セバシン酸単位、コハク酸単位、
りんご酸単位、グルタル酸単位、マロン酸単位、ピメリン酸単位、スベリン酸単位、２，
２－ジメチルコハク酸単位、３，３－ジメチルグルタル酸単位、２，２－ジメチルグルタ
ル酸単位、マレイン酸単位、フマル酸単位、イタコン酸単位および脂肪酸単位からなる群
から選択されたいずれか一つの単位であり得、樹脂層のガラス転移温度を考慮して芳香族
カルボン酸由来単位よりは脂肪族カルボン酸由来単位が有利である。
【００５５】
　一方、化学式１および２でＹのポリオール由来単位の種類は特に制限されないが、目的
とする物性の確保のために、エチレングリコール単位、プロピレングリコール単位、１，
２－ブチレングリコール単位、２，３－ブチレングリコール単位、１，３－プロパンジオ
ール単位、１，３－ブタンジオール単位、１，４－ブタンジオール単位、１，６－ヘキサ
ンジオール単位、ネオペンチルグリコール単位、１，２－エチルヘキシルジオール単位、
１，５－ペンタンジオール単位、１，１０－デカンジオール単位、１３－シクロヘキサン
ジメタノール単位、１，４－シクロヘキサンジメタノール単位、グリセリン単位およびト
リメチロールプロパン単位からなる群から選択されるいずれか一つまたは２個以上であり
得る。
【００５６】
　一方、前記化学式１でｎは任意の自然数であり、その範囲は目的とする物性を考慮して
選択され得る。例えば、２～１０または２～５であり得る。
【００５７】
　また、前記化学式２でｍは任意の自然数であり、その範囲は目的とする物性を考慮して
選択され得、例えば、１～１０または１～５であり得る。
【００５８】
　化学式１および２でｎとｍが前記範囲を外れると、ポリオールの結晶性の発現が強くな
り得る。
【００５９】
　前記のようなポリオールの分子量は目的とする低粘度特性や、耐久性または接着性など
を考慮して調節され得、例えば約３００～約２０００の範囲内であり得る。本明細書で言
及する分子量は、例えばＧＰＣ（Ｇｅｌ　Ｐｅｒｍｅａｔｉｏｎ　Ｃｈｒｏｍａｔｏｇｒ
ａｐｈ）を使用して測定した重量平均分子量であり得、本明細書で特に別途に規定しない
限り、高分子の分子量は重量平均分子量を意味する。前記範囲を外れる場合、樹脂層の信
頼性が低下するか揮発成分に関連した問題が発生し得る。
【００６０】
　一方、硬化剤組成物に含まれるポリイソシアネートの種類は特に制限されないが、目的
とする物性の確保のために脂環式のものであることが有利であり得る。
【００６１】
　すなわち、前記ポリイソシアネートは、トリレンジイソシアネート、ジフェニルメタン
ジイソシアネート、フェニレンジイソシアネート、ポリエチレンフェニレンポリイソシア
ネート、キシレンジイソシアネート、テトラメチルキシレンジイソシアネート、トリジン
ジイソシアネート、ナフタレンジイソシアネートおよびトリフェニルメタントリイソシア
ネートなどのような芳香族ポリイソシアネート化合物；ヘキサメチレンジイソシアネート
、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、ノルボルナン
ジイソシアネートメチル、エチレンジイソシアネート、プロピレンジイソシアネートまた
はテトラメチレンジイソシアネートなどの脂肪式ポリイソシアネートまたはトランスシク
ロヘキサン－１，４－ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ビス（イソシア
ネートメチル）シクロヘキサンジイソシアネートまたはジシクロヘキシルメタンジイソシ
アネートなどの脂環式ポリイソシアネート；または前記のうちいずれか一つ以上のカルボ
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ジイミド変性ポリイソシアネートまたはイソシアヌレート変性ポリイソシアネートなどを
使用することができる。また、前記羅列された化合物のうち２以上の混合物が使用され得
る。
【００６２】
　樹脂組成物内で前記ポリオールとポリイソシアネートの比率は特に制限されず、それら
のウレタン反応が可能であるように適切に制御される。
【００６３】
　樹脂組成物に後述するフィラー、難燃剤などのその他の成分を含ませるためには、前記
樹脂組成物の主剤組成物および／または硬化剤組成物に目的とする添加剤を配合して硬化
させれば良い。
【００６４】
　樹脂組成物は前述した熱伝導性などの物性を考慮してフィラーを含むことができる。必
要な場合に適切なフィラーの使用を通じて前述した範囲の熱伝導度などを確保することが
できる。一つの例示において、樹脂組成物に含まれる前記フィラーは熱伝導性フィラーで
あり得る。本出願で用語熱伝導性フィラーは、熱伝導度が約１Ｗ／ｍＫ以上、約５Ｗ／ｍ
Ｋ以上、約１０Ｗ／ｍＫ以上または約１５Ｗ／ｍＫ以上の素材を意味する。前記熱伝導性
フィラーの熱伝導度は、約４００Ｗ／ｍＫ以下、約３５０Ｗ／ｍＫ以下または約３００Ｗ
／ｍＫ以下であり得る。使用され得る熱伝導性フィラーの種類は特に制限されないが、絶
縁性などを考慮してセラミックフィラーを適用することができる。例えば、アルミナ、Ａ
ｌＮ（ａｌｕｍｉｎｕｍ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、ＢＮ（ｂｏｒｏｎ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、窒
化ケイ素（ｓｉｌｉｃｏｎ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、ＳｉＣまたはＢｅＯなどのようなセラミ
ック粒子が使用され得る。また、樹脂組成物によって形成される樹脂層の絶縁特性が確保
され得るのであれば、グラファイト（ｇｒａｐｈｉｔｅ）等の炭素フィラーの適用も考慮
することができる。樹脂組成物に含まれる前記フィラーの形態や比率は特に制限されず、
樹脂組成物の粘度、樹脂組成物内での沈降の可能性、目的とする熱抵抗性または熱伝導度
、絶縁性、充填効果または分散性などを考慮して選択され得る。一般的にフィラーのサイ
ズが大きくなるほど樹脂組成物の粘度が高くなり、樹脂組成物内でフィラーが沈降する可
能性が高くなる。また、サイズが小さくなるほど熱抵抗が高くなる傾向がある。したがっ
て前記のような点を考慮して適正種類のフィラーが選択され得、必要であれば２種以上の
フィラーを使用することもできる。また、充填される量を考慮すると球状のフィラーを使
用することが有利であるが、ネットワークの形成や伝導性などを考慮して針状または板状
などのような形態のフィラーも使用され得る。一例示において、前記樹脂組成物は平均粒
径が０．００１μｍ～８０μｍの範囲内にある熱伝導性フィラーを含むことができる。前
記フィラーの平均粒径は他の例示において約０．０１μｍ以上、０．１以上、０．５μｍ
以上、１μｍ以上、２μｍ以上、３μｍ以上、４μｍ以上、５μｍ以上または約６μｍ以
上であり得る。前記フィラーの平均粒径は他の例示において約７５μｍ以下、７０μｍ以
下、６５μｍ以下、６０μｍ以下、５５μｍ以下、５０μｍ以下、４５μｍ以下、４０μ
ｍ以下、３５μｍ以下、３０μｍ以下、２５μｍ以下、２０μｍ以下、１５μｍ以下、１
０μｍ以下または約５μｍ以下であり得る。
【００６５】
　熱伝導性である樹脂組成物に含まれるフィラーの比率は、前述した特性、例えば、熱伝
導度などが確保されるように選択され得る。例えば前記フィラーは、樹脂組成物の樹脂成
分１００重量部対比約５０～約２，０００重量部の範囲内で含まれ得る。前記フィラーの
重量部は他の例示において約１００重量部以上、１５０重量部以上，２００重量部以上、
２５０重量部以上、３００重量部以上、３５０重量部以上，４００重量部以上、５００重
量部以上、５５０重量部以上，６００重量部以上または約６５０重量部以上であり得る。
【００６６】
　本出願のバッテリパック製造方法は、注入口が形成されたバッテリモジュールの一面上
に放熱接着層を形成する段階を含む。前記一面は注入口が形成された下部板、上部板また
は側壁を意味し得る。一例として、バッテリモジュールの下部板上に放熱接着層を形成す
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ることができる。放熱接着層をバッテリモジュールの下部板上に形成するとは、前記バッ
テリモジュールがバッテリパックの基材に付着してバッテリパックとして組み立てられる
時、重力方向に対向される側に設けられた板上に形成するということを意味し得る。
【００６７】
　したがって、樹脂組成物が注入されたバッテリモジュールの注入口が形成された下部板
上に放熱接着層を形成する場合、バッテリパックの組立過程で注入口を通じて樹脂組成物
が流れ出ることを予防することができるため、バッテリモジュールに注入された樹脂組成
物が硬化するまで約３時間～４時間を待機せずとも後述する検査工程を遂行することがで
きる。
【００６８】
　一つの例として、前記放熱接着層の熱伝導度は約２Ｗ／ｍＫ以上、２．５Ｗ／ｍＫ以上
、３Ｗ／ｍＫ以上、３．５Ｗ／ｍＫ以上または約４Ｗ／ｍＫ以上であり得る。前記熱伝導
度は約５０Ｗ／ｍＫ以下、４５Ｗ／ｍｋ以下、４０Ｗ／ｍｋ以下、３５Ｗ／ｍｋ以下、３
０Ｗ／ｍｋ以下、２５Ｗ／ｍｋ以下、２０Ｗ／ｍｋ以下、１５Ｗ／ｍｋ以下、１０Ｗ／ｍ
Ｋ以下、５Ｗ／ｍＫ以下、４．５Ｗ／ｍＫ以下または約４．０Ｗ／ｍＫ以下であり得る。
放熱接着層の前記熱伝導度は、例えばＡＳＴＭ　Ｄ５４７０規格またはＩＳＯ　２２００
７－２規格に沿って測定された数値である。
【００６９】
　一例として、ＡＳＴＭ　Ｄ　５４７０の規格に沿って２個の銅板（ｃｏｐｐｅｒ　ｐｌ
ａｔｅ）の間に放熱接着層を位置させた後、前記２個の銅板のうち、一つはヒーターと接
触させ、他の一つはクーラー（ｃｏｏｌｅｒ）と接触させた後に前記ヒーターが一定温度
を維持するようにし、クーラーの容量を調節して熱平衡状態（５分に約０．１℃以下の温
度変化を見せる状態）を作ることができる。熱平衡状態で各銅板の温度を測定し、下記の
熱伝導度の数式にしたがって熱伝導度（Ｋ、単位：Ｗ／ｍＫ）を評価することができる。
熱伝導度の評価時に放熱接着層にかかる圧力は約１１Ｋｇ／２５ｃｍ２程度となるように
調節することができ、測定過程で放熱接着層の厚さが変化した場合に最終厚さを基準とし
て熱伝導度を計算することができる。
【００７０】
　＜熱伝導度の数式＞
Ｋ＝（Ｑ×ｄｘ）／（Ａ×ｄＴ）
【００７１】
　前記数式でＫは熱伝導度（Ｗ／ｍＫ）であり、Ｑは単位時間当りに移動した熱（単位：
Ｗ）であり、ｄｘは放熱接着層の厚さ（単位：ｍ）であり、Ａは放熱接着層の断面積（単
位：ｍ２）であり、ｄＴは銅板の温度差（単位：Ｋ）である。
【００７２】
　放熱接着層の熱伝導度を前記のような範囲にする方式は特に制限されない。例えば、放
熱接着層の熱伝導度は、放熱接着層に含まれるフィラーとして熱伝導性を有するフィラー
を使用して調節することができる。
【００７３】
　前記注入口が形成された放熱接着層を形成する段階は、一例としてバッテリモジュール
の注入口が形成された一面上に離型フィルムおよび放熱接着層を含む放熱接着シートを付
着する段階を含むことができる。一方、バッテリモジュールの注入口が形成された一面は
注入口が形成された下部板の一面であり得る。すなわち、バッテリモジュールの注入口が
形成された下部板上に離型フィルムおよび放熱接着層を含む放熱接着シートを付着させる
段階を含んで放熱接着層を形成することができる。
【００７４】
　前記放熱接着シートは少なくとも一つの離型フィルムおよび放熱接着層を含むことがで
きる。一例として、放熱接着シートは離型フィルム／放熱接着層／離型フィルム順で積層
された構造であり得、放熱接着層／離型フィルム順で積層された構造であり得る。
【００７５】
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　２個の離型フィルムを含む放熱接着シートは、１個の離型フィルムを剥離した後に離型
フィルムが剥離された放熱接着層をバッテリモジュールの下部板に付着させることができ
る。１個の離型フィルムを含む放熱シートは離型フィルムを剥離することなく放熱接着層
をバッテリモジュールの下部板に付着させることができる。
【００７６】
　一方、バッテリモジュールをバッテリパックに組み立てる段階で放熱接着シートの放熱
接着層上に存在する離型フィルムが除去され得、バッテリモジュールがバッテリパックに
組み立てられるまで放熱接着シートに含まれた放熱接着層を保護する役割を遂行すること
ができる。
【００７７】
　前記放熱接着シート上の放熱接着層は放熱接着剤組成物によって形成され得る。放熱接
着シート上に放熱接着層を形成する方法は特に制限されず、公知の方法によって形成する
ことができる。一例として基材フィルム上に放熱接着剤組成物を塗布し硬化させて放熱接
着層を形成することができる。他の例として放熱接着剤組成物を基材フィルム上に含浸し
と硬化させて放熱接着層を形成することができる。
【００７８】
　前記放熱接着シート上の放熱接着層を形成する放熱接着剤組成物は、一般的に使用され
得るものと知られている樹脂成分のうちで選択された１種以上を含むことができる。前記
樹脂としては、アクリル樹脂、ウレタン樹脂、シリコン樹脂およびエポキシ樹脂などを挙
げることができる。前記樹脂成分のうち、アクリル樹脂、ウレタン樹脂およびシリコン樹
脂は互いに類似する熱伝導特性を有し、エポキシ樹脂がそれに比べて熱伝導性が優秀であ
り、オレフィン樹脂はエポキシ樹脂に比べて高い熱伝導性を有すると知られている。した
がって、必要に応じて樹脂のうち優秀な熱伝導度を有するものを選択することができる。
ただし、一般的に樹脂成分だけでは目的とする放熱接着層の熱伝導度を確保し難く、後述
するフィラーの成分を適正比率で放熱接着剤組成物に含ませる方式も適用することができ
る。
【００７９】
　一つの例として、放熱接着シート上に放熱接着層を形成する放熱接着剤組成物は、例え
ばウレタン放熱接着剤組成物であり得る。前記ウレタン放熱接着剤組成物は少なくともポ
リオールおよびポリイソシアネートを含むことができる。前記のようなポリオールとして
は、カルボン酸ポリオールやカプロラクトンポリオールが例示され得る。
【００８０】
　前記カルボン酸ポリオールはカルボン酸とポリオール（ｅｘ．ジオールまたはトリオー
ルなど）を含む成分を反応させて形成することができ、カプロラクトンポリオールはカプ
ロラクトンとポリオール（ｅｘ．ジオールまたはトリオールなど）を含む成分を反応させ
て形成することができる。この時、前記カルボン酸はジカルボン酸であり得る。
【００８１】
　前記ウレタン放熱接着剤組成物に含まれるポリイソシアネートの種類は特に制限されな
いが、目的とする物性の確保のために脂環式のものであることが有利であり得る。
【００８２】
　すなわち、前記ポリイソシアネートは、トリレンジイソシアネート、ジフェニルメタン
ジイソシアネート、フェニレンジイソシアネート、ポリエチレンフェニレンポリイソシア
ネート、キシレンジイソシアネート、テトラメチルキシレンジイソシアネート、トリジン
ジイソシアネート、ナフタレンジイソシアネートおよびトリフェニルメタントリイソシア
ネートなどのような芳香族ポリイソシアネート化合物；ヘキサメチレンジイソシアネート
、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、ノルボルナン
ジイソシアネートメチル、エチレンジイソシアネート、プロピレンジイソシアネートまた
はテトラメチレンジイソシアネートなどの脂肪族ポリイソシアネート；トランスシクロヘ
キサン－１，４－ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ビス（イソシアネー
トメチル）シクロヘキサンジイソシアネートまたはジシクロヘキシルメタンジイソシアネ
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ートなどの脂環式ポリイソシアネート；または前記のうちいずれか一つ以上のカルボジイ
ミド変性ポリイソシアネートまたはイソシアヌレート変性ポリイソシアネートなどを使用
することができる。また、前記羅列された化合物のうち２以上の混合物が使用され得る。
【００８３】
　一方、前記放熱接着シート上に放熱接着層を形成する放熱接着剤組成物は前述した熱伝
導度などの物性を考慮してフィラーを含むことができる。一例示において、前記放熱接着
剤組成物に含まれるフィラーは熱伝導性フィラーであり得る。
【００８４】
　前記熱伝導性フィラーの熱伝導度は、約４００Ｗ／ｍＫ以下、約３５０Ｗ／ｍＫ以下ま
たは約３００Ｗ／ｍＫ以下であり得る。使用され得る熱伝導性フィラーの種類は特に制限
されないが、絶縁性などを考慮してセラミックフィラーを適用することができる。例えば
、アルミナ、ＡｌＮ（ａｌｕｍｉｎｕｍ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、ＢＮ（ｂｏｒｏｎ　ｎｉｔ
ｒｉｄｅ）、窒化ケイ素（ｓｉｌｉｃｏｎ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、ＳｉＣまたはＢｅＯなど
のようなセラミック粒子が使用され得る。また、前記放熱接着剤組成物によって形成され
る放熱接着層の絶縁特性が確保され得るのであれば、グラファイト（ｇｒａｐｈｉｔｅ）
等の炭素フィラーの適用も考慮することができる。放熱接着剤組成物に含まれる前記フィ
ラーの形態や比率は特に制限されず、放熱接着剤組成物の粘度、放熱接着剤組成物内での
沈降の可能性、目的とする熱伝導度などを考慮して選択され得る。一般的にフィラーのサ
イズが大きくなるほど放熱接着剤組成物の粘度が高くなり、放熱接着剤組成物内でフィラ
ーが沈降する可能性が高くなる。また、サイズが小さくなるほど熱抵抗が高くなる傾向が
ある。したがって前記のような点を考慮して適正種類のフィラーが選択され得、必要であ
れば２種以上のフィラーを使用することもできる。また、充填される量を考慮すると球状
のフィラーを使用することが有利であるが、ネットワークの形成や伝導性などを考慮して
針状や板状などのような形態のフィラーも使用され得る。一例示において、前記放熱接着
剤組成物は平均粒径が０．００１μｍ～８０μｍの範囲内にある熱伝導性フィラーを含む
ことができる。前記フィラーの平均粒径は他の例示において約０．０１μｍ以上、０．１
以上、０．５μｍ以上、１μｍ以上、２μｍ以上、３μｍ以上、４μｍ以上、５μｍ以上
または約６μｍ以上であり得る。前記フィラーの平均粒径は他の例示において約７５μｍ
以下、７０μｍ以下、６５μｍ以下、６０μｍ以下、５５μｍ以下、５０μｍ以下、４５
μｍ以下、４０μｍ以下、３５μｍ以下、３０μｍ以下、２５μｍ以下、２０μｍ以下、
１５μｍ以下、１０μｍ以下または約５μｍ以下であり得る。
【００８５】
　熱伝導性である放熱接着剤組成物に含まれるフィラーの比率は、前述した特性、例えば
、熱伝導度などが確保されるように選択され得る。例えば前記フィラーは、放熱接着剤組
成物の接着剤成分１００重量部対比約５０～約２，０００重量部の範囲内で含まれ得る。
前記接着剤成分は例えばポリオールおよびポリイソシアネートを意味し得る。前記フィラ
ーの重量部は他の例示において約１００重量部以上、１５０重量部以上，２００重量部以
上、２５０重量部以上、３００重量部以上、３５０重量部以上，４００重量部以上、５０
０重量部以上、５５０重量部以上，６００重量部以上または約６５０重量部以上であり得
る。
【００８６】
　前記離型フィルムは放熱接着層がバッテリモジュールの下部板上に付着する時、放熱接
着層から容易に剥離され得るか、付着した後に後述するバッテリパック製造段階で容易に
剥離され得、バッテリパック製造段階まで放熱接着層を保護できるものであれば、その材
質が特に制限されはしない。一つの例示において、前記離型フィルムとしては、ポリエス
テル（ＰＯＥＴ）フィルムの単面または両面に表面処理したものを使用することができる
。離型フィルムが設けられた放熱接着シートを使用することによって、放熱接着シートの
放熱接着層がバッテリモジュールの下部板上に付着して後述する品質検査工程でバッテリ
モジュールの下部板が重力方向に対向するようにバッテリモジュールが据え置かれても、
品質検査工程中に前述した放熱接着層が底と接触して損傷することを予防することができ
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る。
【００８７】
　前記注入口が形成された放熱接着層を形成する段階は、他の例として、放熱接着剤組成
物をバッテリモジュールの注入口が形成された前記一面に塗布する段階を含むことができ
る。一方、バッテリモジュールの注入口が形成された一面は注入口が形成された下部板の
一面であり得る。すなわち、バッテリモジュールの注入口が形成された下部板上に放熱接
着剤組成物を塗布する段階を含んで放熱接着層を形成することができる。一方、放熱接着
剤組成物を下部板上に塗布する方法は特に制限されず、公知の方法によって下部板上に塗
布することができる。
【００８８】
　前記放熱接着層を形成する放熱接着剤組成物は前述した熱伝導度または後述する揺変性
などを満足できるものであれば、その種類は特に制限されない。一つの例示において、前
記物性を満足する放熱接着剤組成物はウレタン放熱接着剤組成物であり得る。
【００８９】
　前記ウレタン放熱接着剤組成物は、少なくともポリオールなどを含む主剤組成物；およ
び少なくともイソシアネート化合物を含む硬化剤組成物；を含む二液型であり得、これを
硬化させて放熱接着層を形成することができる。
【００９０】
　前記放熱接着剤組成物は前述した熱伝導度などの物性を考慮してフィラーを含むことが
できる。必要な場合に適切なフィラーの使用を通じて前述した範囲の熱伝導度などを確保
することができる。一例示において、前記放熱接着剤組成物に含まれるフィラーは熱伝導
性フィラーであり得る。
【００９１】
　前記熱伝導性フィラーの熱伝導度は約４００Ｗ／ｍＫ以下、約３５０Ｗ／ｍＫ以下また
は約３００Ｗ／ｍＫ以下であり得る。使用され得る熱伝導性フィラーの種類は特に制限さ
れないが、絶縁性などを考慮してセラミックフィラーを適用することができる。例えば、
アルミナ、ＡｌＮ（ａｌｕｍｉｎｕｍ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、ＢＮ（ｂｏｒｏｎ　ｎｉｔｒ
ｉｄｅ）、窒化ケイ素（ｓｉｌｉｃｏｎ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、ＳｉＣまたはＢｅＯなどの
ようなセラミック粒子が使用され得る。また、前記放熱接着剤組成物によって形成される
放熱接着層の絶縁特性が確保され得るのであれば、グラファイト（ｇｒａｐｈｉｔｅ）等
の炭素フィラーの適用も考慮することができる。放熱接着剤組成物に含まれる前記フィラ
ーの形態や比率は特に制限されず、放熱接着剤組成物の粘度、放熱接着剤組成物内での沈
降の可能性、目的とする熱伝導度などを考慮して選択され得る。一般的にフィラーのサイ
ズが大きくなるほど放熱接着剤組成物の粘度が高くなり、放熱接着剤組成物内でフィラー
が沈降する可能性が高くなる。また、サイズが小さくなるほど熱抵抗が高くなる傾向があ
る。したがって前記のような点を考慮して適正種類のフィラーが選択され得、必要であれ
ば２種以上のフィラーを使用することもできる。また、充填される量を考慮すると球状の
フィラーを使用することが有利であるが、ネットワークの形成や伝導性などを考慮して針
状や板状などのような形態のフィラーも使用され得る。一例示において、前記放熱接着剤
組成物は平均粒径が０．００１μｍ～８０μｍの範囲内にある熱伝導性フィラーを含むこ
とができる。前記フィラーの平均粒径は他の例示において約０．０１μｍ以上、０．１以
上、０．５μｍ以上、１μｍ以上、２μｍ以上、３μｍ以上、４μｍ以上、５μｍ以上ま
たは約６μｍ以上であり得る。前記フィラーの平均粒径は他の例示において約７５μｍ以
下、７０μｍ以下、６５μｍ以下、６０μｍ以下、５５μｍ以下、５０μｍ以下、４５μ
ｍ以下、４０μｍ以下、３５μｍ以下、３０μｍ以下、２５μｍ以下、２０μｍ以下、１
５μｍ以下、１０μｍ以下または約５μｍ以下であり得る。
【００９２】
　熱伝導性である放熱接着剤組成物に含まれるフィラーの比率は、前述した特性、例えば
、熱伝導度などが確保されるように選択され得る。例えば前記フィラーは、放熱接着剤組
成物の接着剤成分１００重量部対比約５０～約２，０００重量部の範囲内で含まれ得る。
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一方、前記接着剤成分はポリオールおよびポリイソシアネートを意味し得る。前記フィラ
ーの重量部は他の例示において約１００重量部以上、１５０重量部以上，２００重量部以
上、２５０重量部以上、３００重量部以上、３５０重量部以上，４００重量部以上、５０
０重量部以上、５５０重量部以上，６００重量部以上または約６５０重量部以上であり得
る。
【００９３】
　一つの例として、前記放熱接着剤組成物は、揺変性が優秀な組成物を使用することがで
きる。本明細書で揺変性とは、停止状態では流動性がないが振動させると流動性を有する
性質を意味する。揺変性を測定する方法は特に限定されず、当業界で公知とされた流変物
性機器を通じて測定することができる。例えば、流変物性機器として、ブルックフィール
ド粘度計であるＤＶ－ＩＩ＋Ｐｒｏを使用することができる。揺変性が優秀な接着剤組成
物を使用することによって、放熱接着剤組成物によって形成された放熱接着層に気泡が発
生することを抑制して放熱性能が優秀な放熱接着層を形成することができる。一つの例示
において、前記放熱接着剤組成物は下記の一般式１による揺変性指数Ｔが１～８の範囲内
であり得る。
【００９４】
　［一般式１］
Ｔ＝Ｖ０．５／Ｖ５

【００９５】
　前記一般式１で、Ｖ０．５は２５℃の温度、０．５ｒｐｍの回転速度およびＣＰＡ－５
２Ｚスピンドルでブルックフィールド粘度計で測定した前記放熱接着剤組成物の粘度であ
り、Ｖ５は２５℃の温度、５ｒｐｍの回転速度およびＣＰＡ－５２Ｚスピンドルでブルッ
クフィールド粘度計で測定した前記放熱接着剤組成物の粘度を表す。
【００９６】
　一つの例示において、前記放熱接着剤組成物の揺変性指数の下限は約１．５以上または
約２以上であり得る。前記放熱接着剤組成物の揺変性指数の上限は、例えば約６以下また
は約４以下であり得る。
【００９７】
　前記放熱接着剤組成物が前述した揺変性指数を有するようにする方法としては、例えば
揺変性付与剤を放熱接着剤組成物に添加することが挙げられる。前記揺変性付与剤として
は、炭酸カルシウム（ＣａＣＯ３）、アルミナ、タルクまたはフュームドシリカなどを例
にあげることができる。
【００９８】
　前記放熱接着剤組成物をバッテリモジュールの下部板上に塗布する段階は、放熱接着剤
組成物が塗布された面積の比率がバッテリモジュールの下部板上の面積に対して７０％～
９９％となるように遂行され得る。放熱接着剤組成物が塗布される面積の比率を前記のよ
うに調節することによって、バッテリモジュールでバッテリパックを組み立てた後にバッ
テリモジュールの分離が容易となるようにすることができ、後述する検査工程で塗布され
た放熱接着剤が汚染することを予防することができる。前記面積比率の下限は、例えば、
約７５％以上、８０％以上または約８５％以上であり得る。前記面積比率の上限は、例え
ば、約９５％以下または約９０％以下であり得る。
【００９９】
　前記注入口が形成された放熱接着層を形成する段階は、放熱接着剤組成物を塗布した後
硬化させる段階をさらに含むことができる。放熱接着剤組成物の硬化は熱硬化、光硬化、
常温硬化など、その硬化方法は特に制限されず、公知の方法で硬化させることができる。
【０１００】
　前記硬化段階を通じてバッテリモジュールの下部板上に塗布された放熱接着剤組成物の
硬化速度が促進され得、したがってバッテリモジュールの品質検査をより早い時期に進行
することができるため、バッテリパックの生産性が向上され得る。
【０１０１】
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　本出願のバッテリパック製造方法は、放熱接着層が形成されたバッテリモジュールの一
面が下部に位置した状態でバッテリモジュールの品質を検査する段階を含むことができる
。
【０１０２】
　一例として、バッテリモジュールの品質の検査段階は、バッテリモジュールの下部板が
下部方向を向くようにした状態で検査工程を遂行する段階であり得る。本明細書で下部板
が下部方向を向くようにした状態とは、バッテリモジュールの下部板が重力方向と対向す
るようにバッテリモジュールが据え置かれた状態を意味し得る。
【０１０３】
　一方、バッテリモジュールの品質検査は、例えばエンジンホットテストであり得る。こ
のようなバッテリモジュールの品質検査はバッテリモジュールでバッテリパックを組み立
てる前にエンドオブライン（ｅｎｄ　ｏｆ　ｌｉｎｅ、ＥＯＬ）上で遂行され得る。
【０１０４】
　バッテリモジュールが電気自動車（ＥＶ）またはハイブリッド自動車（ＨＥＶ）等に適
用される時、バッテリモジュールの下部板が下部方向を向くようにした状態で適用される
ので、前記バッテリモジュールの品質検査もバッテリモジュールの下部板が下部方向を向
くようにした状態で据え置いて遂行されることになる。
【０１０５】
　一つの例として、前述したようにバッテリモジュールの一面上、例えば下部板上の一部
分に放熱接着剤が塗布される場合、本出願のバッテリモジュールの品質を検査する段階は
、一面に放熱接着剤組成物が塗布されたバッテリモジュールを前記一面のうち放熱接着剤
組成物が塗布されていないバッテリモジュール部位を支持するように支持部材を据え置く
段階をさらに含むことができる。
【０１０６】
　放熱接着剤が前記のように、バッテリモジュールの注入口が形成された一面の一部の面
積に塗布される場合、放熱接着剤が塗布された面積の形状は特に制限されず、例えば四角
形、円形、ストライプ形状などであり得る。
【０１０７】
　一方、支持部材の素材および形状は検査工程でバッテリモジュールを支持できるもので
あれば特に制限されず、耐久性およびバッテリモジュールとの接触面積を考慮して選択さ
れ得る。
【０１０８】
　バッテリモジュールの下部板上に放熱接着層を放熱接着剤組成物を塗布して形成する場
合、前述したように放熱接着剤組成物が塗布された面積の比率がバッテリモジュールの下
部板上の面積に対して約７０％～約９９％になるようにすることができ、下部板の一部分
は放熱接着剤組成物が塗布されずに露出され得る。したがって、バッテリモジュールを支
持部材上に下部板が下部方向を向くように位置させる時、塗布された放熱接着剤組成物が
前記支持部材と接触しないようにすることができる。したがって、バッテリモジュールの
一面上に塗布された放熱接着剤が損傷することを予防することができる。
【０１０９】
　本出願のバッテリパック製造方法は、前記バッテリモジュールの下部板をヒートシンク
に付着する組立段階を含むことができる。前記バッテリパックは用途により複数個のバッ
テリモジュールを含むことができ、前記バッテリモジュールは互いに電気的に連結されて
いてもよい。
【０１１０】
　前記ヒートシンクはバッテリモジュールから発生する熱の放出を促進できる手段を意味
し得、例えば冷却媒体が流れる流路を具備したパイプであり得る。前記冷却媒体はバッテ
リモジュールで発生する熱を吸収できるものであれば特に制限されるものではないか、例
えば、水を使用することができる。
【０１１１】
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　前記組立段階でバッテリモジュールの下部板をヒートシンクに付着することによって、
バッテリセルで発生した熱がバッテリモジュールの下部板側に形成された熱伝導性接着剤
組成物層を通じて、バッテリモジュールの下部板上に形成された放熱接着層に伝達され得
、前記熱はバッテリモジュールの下部板上に形成された放熱接着層からヒートシンクに伝
達され得る。
【０１１２】
　図７は、本出願のバッテリパック製造方法によって製造された例示的なバッテリパック
の模式図である。図７によると、バッテリパック７００はヒートシンク７３０を含み、前
記ヒートシンク上に下部板上に放熱接着層７２０が形成されたバッテリモジュール７１０
が付着され得る。
【発明の効果】
【０１１３】
　本出願では効率的にバッテリパックを製造できるバッテリパック製造方法が提供され得
る。
【図面の簡単な説明】
【０１１４】
【図１】本出願の例示的なモジュールケースを示す図面。
【図２】図１のモジュールケース内にバッテリセルが収納されている形態を示す図面。
【図３】注入口と観察口が形成された例示的な下部板の図面。
【図４】本出願の例示的なバッテリパウチを示す図面。
【図５】本発明の放熱接着シートによって注入口が形成された放熱接着層を形成する段階
を含むバッテリパック製造方法を示すフローチャート。
【図６】本発明の放熱接着剤組成物によって注入口が形成された放熱接着層を形成する段
階を含むバッテリパック製造方法を示すフローチャート。
【図７】本発明のバッテリパックの構造を概略的に示した図面。
【発明を実施するための形態】
【０１１５】
　以下、添付された図面および実施例を通じて前記バッテリパック製造方法を詳細に説明
するが、前記バッテリパック製造方法の範囲は下記の実施例によって制限されるものでは
ない。
【実施例】
【０１１６】
　実験例１．揺変性指数の測定
【０１１７】
　製造例２で使用された放熱接着剤の揺変性指数は下記の一般式１により測定された。
【０１１８】
　［一般式１］
Ｔ＝Ｖ０．５／Ｖ５

【０１１９】
　前記一般式１で、Ｖ０．５は２５℃の温度、０．５ｒｐｍの回転速度およびＣＰＡ－５
２Ｚスピンドルでブルックフィールド粘度計で測定した前記接着剤組成物の粘度であり、
Ｖ５は２５℃の温度、５ｒｐｍの回転速度およびＣＰＡ－５２Ｚスピンドルでブルックフ
ィールド粘度計で測定した前記接着剤組成物の粘度を表す。
【０１２０】
　製造例１．放熱接着シートを利用したバッテリパック製造方法
【０１２１】
　図５に示した過程によりバッテリパックを製造した。図１に図示したモジュールケース
を含むバッテリモジュールの図３のように注入口および観察口が形成された下部板上の注
入口を通じて、セラミックフィラーが充填されたウレタン系列の二液型樹脂組成物を注入
した。樹脂組成物の注入後に２０分が経過した後、前記バッテリモジュールの注入口が形
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成された下部板上に離型フィルム５３０および熱伝導度が２．０Ｗ／ｍＫである放熱接着
層５２０を順に含む放熱接着シートの放熱接着層を付着して注入口を密封した。前記バッ
テリモジュールの下部板が下部を向くようにした後、バッテリモジュールの品質検査を実
施した。バッテリモジュールに樹脂組成物を注入してわずか２０分が経過した後、バッテ
リモジュールの下部板が下部方向を向くようにバッテリモジュールを位置させた後に品質
検査を実施したにもかかわらず、注入口を通じてバッテリモジュールに注入された樹脂組
成物が流れ出ることがなかった。
【０１２２】
　製造例２．放熱接着剤を利用したバッテリパック製造方法
【０１２３】
　図６に示した過程によりバッテリパックを製造した。図１に図示したモジュールケース
を含むバッテリモジュールの図３のように注入口および観察口が形成された下部板上の注
入口を通じて、セラミックフィラーが充填されたウレタン系列の二液型樹脂組成物を注入
した。樹脂組成物注入後に２０分が経過した後、前記バッテリモジュールの注入口が形成
された下部板上に、揺変性指数が３であり、熱伝導度が３Ｗ／ｍＫであるウレタン系列の
二液型放熱接着剤組成物６２０を塗布して注入口を密封した。前記放熱接着剤組成物６２
０の塗布は、後述するバッテリモジュールの据え置き過程でピンがバッテリモジュールを
支持して接触するようになる部分を除いて遂行された。放熱接着剤組成物を塗布した面積
は、放熱接着剤組成物が塗布されたバッテリモジュールの下部板の全体面積に対して約８
５％であった。４個のピンの上に前記バッテリモジュールを下部板が下部方向を向くよう
に据え置いた後にバッテリモジュールの品質検査を実施した。バッテリモジュールに樹脂
組成物を注入してわずか２０分が経過した後、バッテリモジュールの下部板が下部方向を
向くようにバッテリモジュールを位置させた後に品質検査を実施したにもかかわらず、注
入口を通じてバッテリモジュールに注入された樹脂組成物が流れ出ることがなかった。
【符号の説明】
【０１２４】
　　１０　　モジュールケース
　　１０ａ　下部板
　　１０ｂ　側壁
　　１０ｃ　上部板
　　２０　　バッテリセル
　　５０ａ　注入口
　　５０ｂ　観察口
　　１００　パウチ型バッテリセル
　　１１０　電極組立体
　　１２０　外装材
　　１２１　上部パウチ
　　１２２　下部パウチ
　　５００　バッテリパック
　　５１０　バッテリモジュール
　　５２０　放熱接着層
　　５３０　離型フィルム
　　６００　バッテリパック
　　６１０　バッテリモジュール
　　６２０　放熱接着剤組成物
　　６４０　支持部材
　　７００　バッテリパック
　　７１０　バッテリモジュール
　　７２０　放熱接着層
　　７３０　ヒートシンク
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